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食の問題として、日本の食料自給率の低きがしば

石田浩基

しば取り上げられるo カロリーベースの食料自給率

が40%しかない日本は、外国からの輸入によって国

民の食生活を満たしている。その一方で、まだ食べ

られると判断される食品ロスを年間500万-800万

トンも排出しているo これは、廃棄される食品廃棄

物の約40%-50%に相当するものであり、大量輸入

の現状とあいまって、「たくさん買って、たくさん捨

てるJという実態を如実に表している。私たちは今
一度、食品ロスの現状と、それに関する食のあり方

を自らに問わなければならないのではないだろうか。

本稿において、その手段として「食育」を提案し

たい。 2ω5年に制定された食育基本法では、取り組

むべき課題として、栄養の偏り、不規則な食事、肥

満や生活習慣病の増加、過度の痩身志向、新たな「食J
の問題、「食Jの海外への依存、などがあげられた。
食という個人の問題に対し、法的手段によって何

故国が介入するのか、という批判的な意見もあるが、

抜本的な治療薬がない生活習慣病、高血圧、糖尿病、

肥満等は国民医療費を膨らませ、国家財政を圧迫す

ることになる。それはもはや個人の問題ではない。さ

らに、食品ロスの増加は、廃棄コストの増大や処分

地の問題などの問題を牽引するおそれがある社会全

体の課題でもある。

本稿では、食育の現状について、政策上、学術上、

実践上、それぞれから分析し、食品ロスの削減と食

育との接点を探る。また、先進的な事例を扱うこと

により、食品ロス削減に対する食育が抱える諜題を

考察し、その解決の方法を検討することで、今、求

められる食育とは何かを議論することを試みるもの

である。

1章食品口スの現状

1・1 食品口スの現状

1-1-1 定義

本稿において、「食品廃棄物」、「食品ロスJについ
て以下に記すように定義する1)0 I食品廃棄物Jには、
大きく 2つの意味が考えられる。 lつは、食料を由来

とする廃棄物全体を指すものである。いわゆる生ご

みであり、本稿ではこれを「広義の食品廃棄物Jと
表現する。

広義の食品廃棄物は、その発生源から、事業系廃



2 

棄物と家庭系廃棄物に分類することができる。事業

系廃棄物とは食品関連事業者から排出される食品廃

棄物のことであり、家庭系廃棄物とは一般家庭より

排出される食品廃棄物を指す。

事業系廃棄物、家庭系廃棄物それぞれには、食品

の製造過程で発生する製造副産物や調理くずなど、食

用には適さないものが含まれる。本稿ではこれらを

「食品廃棄物jの2つ目の意味として「狭義の食品廃

棄物」と定義する。また、事業系廃棄物においては、

食用には適さないものの、大豆粕や糠、搬など有価

取引されるものも含まれることを付け加えておく。

そして、「食品ロスjとは、廃棄物として排出され

る食品のうち、本来食べられるにもかかわらず廃棄

されているものを意味する。

つまり、廃棄物として排出される食品は、事業系、

家庭系それぞれにおいて、食用に適さない部分と有

価取引される食品で構成される「狭義の食品廃棄物J
と、本来は食べられる「食品ロス」、の2種類にさら

に区分することができる。

「食品ロスJは生産と廃棄という 2つの段階でエネ
ルギーの無駄を費やしており、本稿ではこの「食品

ロスJの削減にあたって、議論を展開していく。

1-1・2 事業系廃棄物の現状

平成24年に農林水産省がまとめた資料によると食

品関連事業者より排出される食品の排出量は、平成

21年度推計で年間2028万トンである九このうちの

1272万トンは、商取引上の価値があり、有価取引さ

れる製造副産物である。

2028万トンから有価取引分を差しヲ|いた756万ト

ンのうちの3∞万-4∞万トンは、商品サイズの不

具合や形状の変形などを理由に商業ベースには乗ら

ないものの、品質には問題のないもの、食品ロスだ

と考えられている。

また、狭義の食品廃棄物と食品ロスのうち、一部

は飼料化、肥料化、エネルギ一等などの再生利用に

充てられているのもの、約466万トンは焼却・埋立

処分をされている。

1・1・3 家庭系廃棄物の現状

一方で、家庭系廃棄物の年間排出量は 1032万トン、

そのうち食品ロスは2∞万-4∞万トンと考えられ

ている。事業系と合わせると、年間5∞万-8∞万

トンの食品ロスが排出されていることになる。

そして、家庭系廃棄物の特徴として、事業系に比べ、

焼却・埋立処分が占める比率が大きいことがあげら

れるo 1032万トンのうち、焼却・埋立処分されてい

るのは、実に973万トンであり、家庭系廃棄物のうち、

約94%もの食品が、有効活用されることなく葬られ

てしまっている。

これは、家庭から排出される生ごみは、事業所で

発生するそれよりも分別が難しく、再生利用に使用

-食用には適さないもの 300万-400万

-有価取引されるもの 1272万トン

食品ロス

-可食部分と考えられるもの 300万-400万トン

食品ロス

-可食部分と考えられるもの 200万-400万トン

図1 食品廃棄物の分類

筆者作成
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しづらいという点が関係していると考えられるが、同

時に、食べられるものを捨てるという慣習の浸透も

一要因だと考えられる。

農林水産省は、 一般家庭における食品ロスの発生

要因として、「食の大切さに対する意識の薄れ」と「食

品の適切な在庫管理や前理方法の工夫が不十分Jを
あげている い。

また、家庭系廃棄物の内訳について、家庭から出

る生ごみのうち、 38%が 「食べ残しjであり、全体

の22.2%が 「手っかずの食品」であることも明らか

にされている (図2)二
さらに「手つかずの食品」が廃棄される期日につ

いての調査結果もあり 、それによると、手っかずの

まま廃棄される食品のうち、賞味期限を迎える前に

廃棄されるものが24%も占めている (図3)。

これは、消費者が「消賀期限」ゃ 「賞味期限」と

いう、それぞれの言葉の意味を正しく理解ができて

いないことや、過度な鮮度志向が原因であると考え

られる。食に対する理解不足により発生する食品ロ

スは少なくなく、その抑制のためには、食に対する

その鎗
舗頭
集綱頭
理k1干期1
C!I画つ，JjU}O/O

正しい理解を促さなければならない。

m*..大石 (2011)は、食品廃棄物の減量化の11-'
心課題は家庭系廃棄物にあるとし、家庭において食

品を廃棄するときの目安になる日付表示が、消費者

にと って機械的に食品悦楽する理由となっていると

述べている。そのため、食品関連企業が食品の品質

保持期限に|刻する情報を積極的に公開することが消

費行動に与える影響について、さらなる調査 ・分析

を進める必要があるとしている 。

また、中川[・森本 (2011) は、一般家庭における

食品ロス問題に着目し、情報技術によりこれを解決

するシステムを提案している ¥ 冷蔵庫と POSシス

テムを結び付け、消費者が購入した食品の情報を管

理し、食品ロスを削減する方法を導いている。

清水・大石 (2011)、中川 ・森本 (2011)の研究の

ように技術的な側而から、食品ロス問題の解決にあ

たることは、非常に重要であり、合理的なことであ

るが、それと並行して、「食の大切さに対する意識の

薄れJを改善することが食品ロスの問題解決には必
要だと考えられる。

図2 生ごみの詳細な組成(湿重量比)
出典・ 平成19年度京都市家庭ごみ組成制盗(生ごみ)(http://www.sukkiri-kyoto.com/gomidata/index.html) 

図3 手つかず食品の賞味期限別内訳
出典。 平成19年度京都市家庭ごみ組成剃査 (生ごみ)(http://V'/ww.sukkiri-kyoto.com/gomidata/index.html) 
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前述のように、一般家庭より排出される生ごみの

うち、 22.2%が「手っかずの食品Jで、そのうちの約
24%が賞味期限前に捨てられているという現状を踏

まえれば、食品関連企業から消費者に対する十分な

情報提供や、情報技術による表示期限の管理を行っ

たとしても、人々の意識が変化しない限り、食品の

末路は変わらないのではないだろうか。食品ロスを

削減するためには「食の大切さに対する意識の薄れJ
を改善しなければならないと考えられる。

また、牛久保 (2∞3)が行った家庭での食品廃棄

物の実態調査によると、食品の期限表示の仕組みに

関して、「実質的に有効な制度として機能していると

は思えない。Jと論じており、食品表示が食品ロスの
削減に効果的であるとはいえないことを示唆してい

る行。

以上のことから、食品ロスの削減を促進するため

の一方策として、要因の 1つである意識の薄れに着

目し、論ずることは意義があることである。

1・2 食品ロス削減の2つの段階

食品ロス削減においては、大きく 2つの段階での

削減が考えられる。前述のように、家庭からは手っ

かずの食品、賞味期限前の食品が廃棄されており、そ

れらは大部分が焼却・埋立処分されているo こうし

た無駄をなくすために、そもそも食品廃棄物を出さ

ないというのが、第 l段階の削減、発生抑制である。

もう lつは、排出された食品廃棄物、特に狭義の

食品廃棄物、食品ロスにおいて、それらを再生利用

に充てることによって、廃棄をしない流れにのせる

ことである。

本稿では、特に前者の発生抑制について論じてい

くが、再利用・再生利用においても補足的に説明する。

1・2・1 発生抑制

食品ロスの削減にとどまらず、あらゆる廃棄物は、

3Rという言葉で総称される iReduce(発生抑制)J、

iReuse (再利用または再使用)J、iRecycle(再生利用)J

の順に、処理されるべきであることは、ブラウン

(1990)'1)によって示されている。

当然、食品廃棄物も発生抑制から取り組まなけれ

ばならない。「食の大切さに対する意識の薄れ」を改

善することが、一般家庭における食品ロスの削減の

手段として考えられることは前述の通りである。本

稿では、「食の大切さに対する意識の薄れJを改善す
るための試みとして食育というアプローチを用いる

こととその有効性、現在の食育、今後の課題等を検

討する。

1・2・2 再利用・再生利用

食品の再生利用については、 20∞年に策定、 2∞7

年に改定された食品リサイクル法のもと、その活用

が進められている。

改正以前の食品リサイクル法では、年間の食品廃

棄物が100トン以上の食品関連事業者に対し、 2007

年3月までに一律20%以上の再生利用の実施目標を

課していた。改正後の食品リサイクル法では、業種

別に実施率目標(平成24年度)が設定されたが、そ

れでもなお、各業種での高い水準でのリサイクルの

推進が進められているヘ

本稿では、このように食品リサイクルが進む一方

で、それが一般家庭においては消費段階での回収が

行われないため、ほとんと守党に立っていない実情を

踏まえ、家庭での食品ロス削減に課題を置いている。

本稿ではこうした再利用・再生利用が政策として

進むことを否定したいわけではない。牛久保 (2008)

も食品廃棄物の利活用の推進が、意義深い取り組み

であることを認識しているにしかし、廃棄物削減

の第一優先は発生抑制であり、政策もその手順を鑑

みるべきである。

2章 食品口スに対する食育からのアプローチ

2-1 食育とは

食育基本法において、食育の定義とは、様々な経

験を通じて「食Jに関する知識と「食」を選択する
力を習得すること、健全な食生活を実践できる人間

を育てるものとされている。

しかし、日本は一般家庭からだけでも年間 1ωo万
トン近くもの食品廃棄物を排出している固である。発

展した経済の，恩恵を受け、一見豊かな食事をとるこ

とができているように見えるが、果たしてそれは本

当に「健全な食生活Jと言うことができるのであろ
うか。

食育基本法の本文には課題に取り組むべき手法と

して食育が掲げられており、社会を構成する多様な

主体の参加と協力を得ること、あらゆる機会とあら

ゆる場所を利用した様々な体験活動を通すこと等が

文面には記載されているが、そもそも食育という概

念が暖昧で具体性に欠けるという指摘も少なくない。

食育という言葉がメディアや企業等の戦略に使われ

る形で多用され、より一層その本質や定義のわかり

づらさを拡大してしまっている点も念頭に置く必要

があることも留意しなければならない。

本稿では現在の食育について現行制度や先行の研

究、資料から整理し、加えて、従来の食育より広い

意味での食育の捉えなおしを行うことで、食品ロス

の削減につながる食育のあり方についての議論を試

みる。
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2・2 食育の現在

2・2・1 政策上における扱い

食育という言葉が初めて国政の場で取り上げられ

たのは、 2ω3年の第 157回国会においてである。そ

れ以前にも食に関心のある人々や関係者の問で使わ

れていた言葉ではあったが、これを機に食育という

言葉は大きく広がりを見せる。これにより従来、各

省庁で別個に使用されていた「食教育」、「食に関す

る指導J、「食農教育」のような同じ概念を持つ別名
称の言葉も次第に「食育jに収倣しつつあったと言

われている問。

2005年には食育基本法、 2006年には食育推進基本

計画が施行され、様々な経験を通じて「食」に関す

る知識と「食Jを選択する力を習得し、健全な食生
活を実践することができる人聞を育てるものである

こと、食に関する念や理解を深めなければならない

こと、多様な主体の参加と協力を得、あらゆる機会

と場所を利用しての体験活動を行うべきであること

が明記された。

加えて、食育基本法においては、「食に関する感謝

の念と理解」を深めることが重要視されている。食

品ロス削減を進める食育として、人々の食に関する

感謝の念と理解を深めることは非常に効果があると

考えられており、本稿において食品ロス削減の手法

として食育を取り上げる所以である。家庭において

食品を廃棄する際に、「もったいなしづと思う心が長

期的な視野で見たときの食品ロスの削減につながっ

ていくのではないかと考える。

2・2・2 学術上における扱い

食育に関する先行研究は、栄養学や家政学の視点

から行われているものが多い。それは裏を返せば、栄

養学的、家政学的な視点へと偏りが見られるという

ことであるo それにより、食育とは栄養学的なもの

だという認識が進むと、行政が食育に取り組む際に、

教育課や保健課といった特定の窓口だけに収まって

しまう事態を生むおそれがある。食育に関心を持つ

スタートラインは栄養学や家政学でも良いかもしれ

ないが、食育は栄養学や家政学に留まらない、学際

的で分野横断的なものとして、その範鴫を幅広く捉

える必要があることを理解していなければならない。

針谷 (2∞4) によると、日本における食育研究・
実践の第一人者と称される、足立己幸氏は「食jに

関する認識と実践の対象6つに分類し、文化、経済、

社会など相互関係や食環境をその中に含めている l川:1川IJ

さらに、針谷は足立氏の考えを受け、食育では、食

の営み全体を育てること、「食」の循環性の視野を得

ることが大切であると述べ、これに関して、本稿で

は食育を、食べ物を媒介として、「つながりと循環を

学ぶ教育jとして位置づけている。

さらに、上岡 (2008)は、「消費者の食や農に対す

る意識の薄れという問題から、食品ロスと呼ばれる

食料廃棄の増加が現れる」と述べ1-1)、農や食に対す

る消費者の意識の低下が生じるものであり、それを

抑制するために食育が有効な手段となることを明確

にしている。

つまり、食に関して議論する際には、栄養学的視

野はもちろんのこと、文化、経済、社会、情報、食

環境、地域性といった要素も含める必要があること

を読み解くことができる。

また、伏木 (2004)は現代の食育を、理想的な栄

養素摂取に腐心しすぎた結果、食の全体像を見失っ

たと評し、食育を時代の変遷や皮相的な食の指導の

ために失われた多くのものを取り戻すための教育で

あると論じている。

以上のように、食育が栄養学だけに収まるべきで

はないことは明確である。今求められている食育と

は、栄養学に偏重したものではなく、社会的、文化

的な視野を含めた考えや理念を導入したものである

といえる。

2・3 食育と食品口スの関係

2・3・1 食育における食品口ス削減に対する視点

内閣府共生社会政策統括官は毎年6月を食育月間

とし、関係府省庁、地方公共団体、関係機関・団体

等に行事の開催や普及啓発を呼び掛けている。また

2006年より毎年6月に食に関する展示・イベント行

事である食育推進全国大会を取り組みの一環として

開催している。

食育月間においては、重要視される 5つのポイント

をあげ、その中の 1つで食を大切にする気持ちとして、

環境への配慮や食料問題に関する理解、自然の恩恵や

食に関わる人々の様々な活動への感謝の念と理解、と

いうように、食品ロス削減につながる項目を並べてい

る。取り組みの一翼を担う食育推進大会の毎年の全体

プログラムを見ると、部分的にではあるが、感謝の念

と理解に通ずるテーマが確かに見られる。

だが、某大手ファストフードチェーンや某大手コ

ンピニエンスストアチェーンなど、およそ食育にふ

さわしくないと思われる企業も出展団体として名前

を連ねており、食育が何なのか、より不鮮明にして

しまっている。「食育推進大会Jという名目ではある
ものの、単なる「食べ物の展覧会Jのような印象を
感じざるを得ない。この行事は、毎年開催地域を変

えているため、この傾向が一地域におけるものでは

なく、全国的なものであるということができる。

また、民間で食育に取り組む団体として、 NPOが

全国各地に数多く展開している。ただ、こうした団

体の多くでは調理技術の向上を目指すものや子ども

を育てるツールとしての食育をどのように考えてい
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くか、という点に重きが置かれている。食を大切に

する気持ちを理念や食育の概念に掲げるところは多

いが、具体的な食品ロスの取り組みは多くはない。

もちろん、調理や子ども に対するアプローチが食

育において重要なことである ことに異論はない。社

会の構造が変わり、家庭において調理技術の伝承が

難しくなったことで代わり となる場が求められてお

り、食の安全が硫保されているとは言えない3JI.代に
おいて、悪影響を受けやすい子どもの食について考

えることは不可欠である。

だが、単なる料理教室や「いかに子どもたちに栄

養バランスのとれた食事を、おいしく、楽しく、とっ

てもらうかj、という点に終始してしまう活動は、食

育の概念において、いささか限定的であるように感

じざるを得ない。

2・3・2 食品ロス削減の取り組みにおける食育の扱い

統いては、食品ロス削減の取り組みの中に、食育

の視点が含まれているか考察する。政府レベルでの

現在の食品ロス削減は内閣府、環境省、農林水産省、

消費者庁、が主管官庁となって取り組んでいる。

消費者庁のホームページでは、 食品ロス削減にli:iJ

けた取り組みについて、13の自治体と5の団体が紹

介されている (2012年12月15日現在)15'。

しかし、 そこで紹介されている自治体の取り組み

の多くは外食産業事業者に向けた、販売庖登録制度

であり、食育の視点を備えていない。これは、地域

内で食品ロスの削減に取り組む飲食庖を募り、自治

体が集約、食品ロス削減協力庖として、 PRをする、

というものである。自治体は地域内の廃棄物の削減

が期待でき、庖官IIJは広報活動となるというメリット

がある、というものである。 自治体によって細部は

異なるものの、大まかなシステムは大差ない。

各自治体がこのような取り組みを食品ロスの削減

への活動としてアピールしているものの、一般家!定

から出る食品ロスに対してはあまり効果がないよう

に思われる。

2・4 従来の食育の枠より広い概念での食奮の例

2・4・1 さっぽろ学校給食フードリサイクル

先進的な食育の取り組みの多くは、食の生産段階、

消費段階を学ぶためのものが多い。本稿ではこれを

「食良教育Jとし、栄養面だけに留まりがちな 「従来
の食育」から食育の枠を広げたものとして、評価し

ている。しかし、 本稿では、 食育の枠をさらに拡大し、

消費以後の段階についても食育では学ぶべきである

と考えている。

多くの学校教育において、食育の取り組みが食I2-
教育として実施される中、さっぽろ学校給食フード

リサイクルは、食育の枠を広げる取り組みとして許

価できるものである。

その概要は、学校給食の食べ残しを堆肥化し、そ

の堆肥を利用 した作物を給食にする ことで、学習者

に食の循環を学ばせるというプログラムである。食

品教育で頻繁に導入される栽培体験だけでなく 、そ

れをl床わう給食、堆肥化の体験、栄養教諭によるフー

ドリサイ クルについての説明など、学習者は食の循

環のあらゆる段階での食についての学びを享受する

ことができ る。平成 18年度から始まったこのプログ

ラムは年々参加校を増やし、平成 23年度は札幌市内

で300校が生ごみ回収校と して、95校が堆肥利用校

として参加している。

E懇蟻繊線機欄闘機雌週
EM吉川町;苓，，<:-~ ;:品川主科書世e-.，:rt .;極圏轍繍

図4 さっぽろ学校給食フードリサイクルの概要図

IH典・さっぽろ学校給食フードリサイクルリーフレット

(http・//www.city.sapporo.jp/kyoikuJtop/kyushokuJrecycle/

h23recycle.html) 

このプログラムが評価できる点は3点ある。l点目

は、食育の取り組みが実際に食べ残しの削減につな

がるという具体的なデータを出していることである。

「さっぽろ学校給食フードリサイクル」リ ーフレット

によると残食率が最大 16%近くあった時期より大き

く減少し、平成 19年度2月には6%台にまで減少し

ている。

また、限定的な計測ではあるが、単年度では、札

幌市立八軒北小学校が以下のような結果を残してい

る。この年、八軒北小学校での取り組みは8月から

のスター トであり、残食全体では横ぱいに過ぎない

が、子どもたちが苦手な野菜中心のサラダの食べ残

し減少は、年度末には半分までに減少し、日を見張

る結果を出している(図5、図6)。
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図5 給食残食の推移(八軒北小学校から)

残食全体の推移(%)

「さっぽろ学校給食フードリサイクル (平成 18年度)/札

幌市jをもとに筆者作成 (http://www.city.sapporo.jp/

kyoiku/top/kyushoku/recycle!h18recycle.html) 

残食(サラダ料理)の推移(%)
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図6 給食残食の推移 (八軒北小学校から)

残食 (サラダ料理)の推移 (%)

「さっぽろ学校給食フードリサイクル (平成18年度)/札

幌市」をもとに筆者作成 (http://www.city.sapporo.jp/

kyoiku/top/kyushoku/recycle!h18recycle.html) 

さっぽろ学校給食フードリサイクルが優れている 2

点目の理由は、フードリサイクルという名称を使い

つつも、リサイクルを推進しているわけではない点

である。

平成 22年度にまとめられた小学校における具体的

取り組みの実践例にある資料では、児童側から想定

される疑問である「肥料になるのだから残しでも良

い(食べ残しをしても良い)Jに対し、教師側の意見
として真っ向から否定している。これは、フードリ

サイクルの中でも優先すべきは発生抑制であること

を教師が十分に理解し、 児童への周知を徹底しよう

という姿勢が見えるものである。指導を行う人材が、

食品ロスに対して正しい認識の上、指導にあたって

いることは非常に評価できる点である。

3点目は、食の循環のすべての段階で子どもが学習

に触れることができる体制により、プログラムが運用

されている点である。学習者である子どもたちは、フー

ドリサイクル堆肥を利用した栽培活動による食の生産

段階、フードリサイクル堆肥により栽培された作物を

給食で利用することによる食の消費段階、実際に堆肥

づくりを体験するとともに、教科や総合的な学習の時

間や給食時間などでフードリサイクルの目的・ 意味 ・

仕組み等を学ぶ食の資源化段階、という食の循環の中

にある段階を学ぶことができるのである。

プログラムはこうした各段階を学ぶため地域の住

民や NPOと連携することで運用されている。この

NPOはフードリサイ クル堆肥を利用した栽培を行っ

ており、子どもたちは普段知りえない生産や資源化

の部分を担っている人や組織と知り合うことができ

る。それは、地域内のつながりを意識させることに

なり、食育に必要な循環を学ぶために適した体制と

なっているのである。

2-4-2 御食国若狭おばま食文化館

御食国若狭おばま食文化館 (以下、食文化館)は

福井県小浜市にある食に関する学びができる施設で

ある。小浜市が制定した全国初の 「食のまちづくり

条例」に代表される食のまちづくり政策の一環であ

る。 2003年の開館後は食育や食のまちづくりの拠点

とされ、観光スポ ットの lっとしても大きく注目を

浴びている。

食文化館の特筆すべき点は、拠点施設を持つこと

で、子どもから大人まで幅広く食育の対象とできる

こと、それにより地域のネ ットワーク作 りに貢献し

ていることである。

食文化館では施設の lつであるキッチンスタジオ

を市民に貸し出し、料理をする場を提供しているほ

か、栄養士資格を持つ市の職員や食育担当が講師を

受け持つ講座も開催している。後者の講座では他人

であった申込者同士が、講座を通して親交を深めて

いる。

講座が終了した後日には、 受講者同士が自主的に

キッチンスタジオを利用するなど、食文化館が地域

においてネットワークの構築を促進する役割を果た

していることカfわかる。

図 7 キッチンスタジオ

出典 倒l食国若狭おばま食文化館ホームページ

(http://wwwl.city.obama.fukui.j p:8080/obm/mermaid/ 

mod ules/content2!index. ph p#top) 
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また、食文化館では小浜市内にある幼稚園や保育

園に対して、家庭から持ち寄った野菜の生ごみで土

作りを行い、野菜の成り立ちゃ循環の仕組みを学ぶ

取り組みも行っている。仕組みとしては先にあげた、

さっぽろ学校給食フードリサイクルと同様のもので

ある。小浜市の場合、幼稚園、保育園の保護者会が

積極的に意欲を見せ、主体的に食文化館の職員や園

の職員を巻き込んで、、ネットワークを構築できてい

る点が興味深い。

食文化館の活動は直接食品ロスの削減に接触する

わけではないが、このように食を通して地域でのつ

ながりを生み出す点、それを体験型で学ぶことがで

きる点が、非常に評価できる。

2-4-3 NPO 法人フードパンク山梨

フードパンクとは、規格外の食品や返品など、衛

生上は安全で、、問題のない食品を集め、食べ物に困っ

ている人たちに無料で届ける活動のことである。ま

た、それを行う団体そのものをフードパンクとl呼ぶ

こともある。

食品の提供側は食品関連産業の企業が多く、廃棄

コストの削減や社会貢献活動の一環になるというメ

リットを持っている。食品の受け取り倶Ijは児童養護

施設や、女性シェルタ一、難民や野宿者を支援する

団体などがあげられる。フードパンクは食品関連産

業から排出される食品ロスをごみにすることなく、有

効に活用することで食品ロスの削減に直接的な効果

カfあるということ治すできる。

だが、これだけでは企業から排出される食品ロス

の削減にはなっても、 一般家庭からの食品ロスの削

減につながらない。

しかし、フードパンク山梨は、「子ども教育プロジェ

クト」というプロジェクトを行うことで、 一般家庭

からの食品ロスの削減にも寄与している。これは、県

内の小学校 ・中学校・高校で講演を行うことでフー

ドパンク活動の認知度を高め、食を大切にしようと

いう心を育むものである。

フードパンク 山梨では、このプロジェクトを行っ

たことにより、団体の認知度が高まり、中学校で行

われた「職業を考える」をテーマにしたシンポジウ

ムでNPOセクターの代表として招待される、職場体
験学習の受け入れ先として生徒の受け入れを行う等、

地域の若い世代に対して、着々と認知度を高めている。

フード、パンク山梨の活動は食品ロス削減やそれに

対する食育にとって、必要な活動であると言えるが、

今後、活動を発展していくに当たって、より認知度

を高めていく必要がある。食品の提供増加による活

動の発展のためにも、活動資金の寄付増加という経

済的なマネジメントのためにも、認知度を高めるこ

とは極めて重要な課題である。

図8 食品製造業より提供される余剰食品 筆者撮影

こうした課題に対し、フードパンク山梨が行ってい

る活動に特徴的なものがある。個人から食品を集める

「フードドライブ」、 「きずな BOXJと呼ばれる活動は

一般市民を巻き込むシステムになっており 、市民に対

し、認知度を高める効果がある。「フードドライブ」

では、県内の社会福祉協議会、 寺院、教会、ボランティ

アセンターなどを食品の集荷場所とし、一般家庭から

食品の提供を募る活動である。これにより、市民が助

け合う共助の関係を築くことにつながると同時に、寄

付者自身が食品ロスの問題を考える機会になると考え

られている ヘ 2012年12月に行われたフードドライ

ブでは、過去最高の 4.6トンもの食品が集まり、認知

の高まりを感じさせるものとなっている。

図9 フードドライブにより集められた食品 筆者撮影

「きずな BOXJでは、食品寄付箱を県下のスーパー

マーケットの庖内に設置し、市民から食品の寄付を

募る取り組みである。スーパーマーケットに食品寄

付箱を設置したのは日本で初めての取り組みである。

フードドライブ以上に一般市民の生活に密着した場
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所での取り組みは、従来の無関心層に対しでも、効

果があると考えられる。

フードパンクの認知度を高めると同時に食品ロス

削減に対する食育効果を持ち、また 11幅広く市民も参

画できる仕組みは非常に評価できるものである。

こうしてフードパンクの活動に携わる者、関わる

者、その取り組みを支援する者が、食品をぞんざい

に扱わず、食品ロスを出すような消費行動を選択し

ないようになることが、フードパンクのもつ最大の

食育効果である。

図 10 きずな BOX(隣にある段ボール箱からその大

きさがわかる。) 筆者撮影

3章 現在の食育における課題

3-1 食育概念の認識に対する課題

3-1-1 食品口ス視点の不足

現在の食育の概要は政府が定めたものに則ってい

る部分が多い、しかし、そこで言う「健全な食生活」

に食品廃棄物 ・食品ロスの視点が抜け落ちてしま っ

ていることは大きな問題である。

森田 (2004)171がまとめた中にこそ、食料資源の浪費、

と扱われてはいるが、その根拠である食生活指針に

おいても、 「調理や保存を上手にして無駄や廃棄を少

なく 」との一文があるのみである 凶。 年間 500万~

800万トンもの食品ロスを排出しているわが国におい

て、この扱いは極めて小さく、問題意識が欠如して

いると言わざるを得ない。

では、食育という分野に関して、食品廃棄物 ・食

品ロスの視点がないことが何故問題なのか。それは

言い方を変えれば、食品ロス削減のために何故食育

という手法を用いるのか、という問いかけに置き換

えることカfできる。

大村 (2002)は、 2001年に家庭系食品廃棄物リサ

イクル研究会が実施したインターネット上の調査を

例にあげ、「特に若い世代ほど無駄や廃棄をなくすた

めに工夫を実行することが難しかった点からも、若

い世代や子どもへの食品ロスを絡めての食教育の必

要性を改めて強く感じている」と述べ、若い世代に

食品ロスを削減するために実効性のある知恵や工夫

を授ける食育の必要性について論述している 問。

また、高橋 (2002) はホテル、レストラン等の外

食産業から発生する食品廃棄物について、厨房で調

理した際に発生する野菜を中心とした調理後残溢と、

食べ残し (残飯類)の2つに分け、調理後残誼にいたっ

ては、啓発・教育面を整備できれば、飼料化をする

ことが可能になる、と食品ロスの削減に対して教育

が効果を持つことを論じている 肝。

大村氏は東京農業大学で教鞭をとり、日本フード

システム学会の理事も務める人物である。一方、高

橋氏は株式会社小田急ビルサービスが持つ、食品循

環資源化工場 「小田急フードエコロジーセンターjの

顧問である。学術的立場からも、食品関連事業者と

いう民間の立場からも、以上のように食育に対して

食育が有用であることが認められている。

3-1-2 栄養的視点、への偏り

現代の食育にまつわる取り組みは栄養的視点に偏っ

てしまっていると言えるのではないだろうか。大前

(2005)は「栄養教育は現在でも引き続き食育の大き

な部分を占める状況にあるが、飽食の現代日本にあっ

ては、生活習慣病などとの関連から、逆に過剰摂取に

対する警笛を教育内;gとするに変化している」とし、

また、伏木 (2004)Wの文脈を引用することで、「今の

日本で特に必要性の叫ばれている食育が、理想的なバ

ランスに近い栄養素を摂るための教育ではない」と主

張している 出。 このように、学術上な議論では栄養面

以外の食育の必要性が指摘されている。

現代において、食育は学際的、分野横断的、包括

的に考えなければならない。食育は食に関する課題

を克服するためのものである。現在の食育は現代の

食に関する問題を解決できるようなものである必要

カfある。

現代における食の問題は多様に渡るため、 lつの学

問、 Iつの主体だけで解決できるものではない。こう

した現代の食に関する問題を解決するためには、限

定的な学問領域や権力を持つー主体ではなく、幅広

い知識と、様々な立場、複数の役割主体が連携する

必要があると考えられる。

3-1-3 n愛昧な概念

食育基本法では、食育について 121世紀における

我が国の発展のためには、子ども達が豊かな人間性

を育み、生きる力を身につけていくために、何より

も食が重要でLある」と位置づけている。

しかし、具体的に食育とは何か、そのイメージは

共通認識として定着していないのが現状である。食

育という 言葉だけが独り歩きし、なんとなく 「良い



10 

ことJ、「必要なこと」という独善的な印象だけが付
加されてしまっている。裏を返せば、食育とは何な

のか、それを人々に認知させるだけの政策が実施さ

れていない、と言うことができる。

しかし、食育という言葉は表面的には世間への広

がりを見せている。平成24年度版食育白書によると、

食育に関心を持っている国民の割合は72.3%であり、

内実を問わない「言葉」は広がっているものと思わ

れる。

現在、食育という言葉は行政の政策、企業のCSR
活動、 NPO団体のミッション等、幅広い分野で、多

岐に渡って、使用されている。

食育に定義をつけ、枠にはめ込む必要がないこと

は伏木 (2∞4) も述べているが却、あまりにその概
念が暖昧なため、それが食育に相応しくない内容で

あることが明確であっても、実施主体の自主申告に

よって、「食育Jと打ち出され、誤解を与える恐れが
あるものも少なくない。

どういったものが食育にあたるのか、その実施主体

は十分に議論をしたうえで、取り組まなければならな

い。食育に対する考えの見直しは、行政だけに求めら

れるものではない。行政はもちろん、市民にも同様に

求められるものである。食育に取り組む際には、行政

や学校等の教育機関、 NPO・市民団体など、それぞ

れが特性や役割、ネットワークや人材などの有用な資

源を認識した上で、自分たちができる食育とは何なの

か、それぞれに議論を深めることが必要である。

3・2 実銭的な課題と推進のための要素

3・2・1 学校教育以外での食育

現在、食育推進の場として大きな役割を果たして

いるのは、幼稚園・保育園や小学校などの学校教育

の場である。しかし、食育が幼稚園・保育園や小学

校だけに収まればよいかというと、そうではない。

例えば、食育の lつの切り口である環境教育の分

野において、高月 (2∞0)は、学校教育だけで環境

教育を担うことは困難であるとし、「学校教育と地域

での市民教育が総合的に連携し合って、初めて実の

ある環境教育・環境学習ができるのではなかろうか。

その意味では環境教育・環境学習は、小さい頃から

継続的に学校だけでなく家庭や地域で行うべき生涯

学習的なものであろう。Jと論じている却。
確かに給食をはじめとする学校教育の役割は十分

に評価できるものであり、既に多くの地域で様々な

取り組みがなされている。しかし、今求められる食

育は、その性質上、学校教育の場だけに収まるべき

ではないのである。その理由は大きく 2つあげられる。

lつは、食育そのものがつながりと循環の中にある

ことが理想であるためである。食べ物の過程を知り、

食に関する一連の流れを体験型で学ぶためには、学

校という限られた場だけでは不十分である。地域に

は存在する様々な主体が互いに影響しあって、地域

を形成しているということを、身をもって理解でき

るような取り組みや仕組みが食育には重要であると

思われる。

これに関連してあげる 2つ目の理由が、現在学校

教育で行われている食育は、いわゆる「食農教育Jに
過ぎないところが多いということである。

それ以前の栄養面に重視した食育を「従来の食育J
と呼ぶならば、「食農教育Jとは、これに加え、食の
生産の場を体験型で学ぶことで、食のつながりを学

ぶためのものである。

学校教育の場で食育として行われているものの多

くは、収穫体験などによる「食農教育Jである。そ
れ以前の食育が、栄養バランスなどの知識教育、消

費の段階にあたるものに留まってしまっていたのに

対し、「食農教育」は、食のつながりを生産方向へ広

げることでより深い学びを可能にした。

そして、加えて本稿で重要視するのは、この生産、

消費と続く食育の枠をさらに広げた「つながりと循

環を学ぶ食育」である。消費後の食べ物がどうなる

のか学ぶことで、食の循環を学ぶことができ、食品

生産の場との

つながりが見える教育

(食農教育)

図 11 食の循環と対応する食育

食育の枠を

さらに広げた食育

(つながりと循環を

学ぶ食育)
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ロスに対する取り組みの意識を従来以上に強く根付

かせることができると考えられる。

千賀 (2010)は、北海道中標津農業高校が行う「計

根別食育学校」という取り組みが地域の交流の環と

して機能していることを評価している。

千賀 (2010)はこれについて、「単なる「食」の課

題から、「食を広げたエネルギーの地域自立」の課題

へと、視野を広げた取組が期待されるが、既にこう

した取り組みを開始している中標津農業高校による

「食育」の取り組みは「先駆的」と評価できる」と述べ、

食育の視野を広げた取り組みが先進的であり、評価

できることを示している制。

「計根別食育学校」は学校教育という枠を飛び出し、

地域におけるつながりを連結する役割を担っている。

地域のつながりを重視し、それらを巻き込む食育は、

地域の維持、発展の可能性も秘めており、今後も注

目していかなければならない。

3・2・2 教育施設の役割

また、昨今の家庭構造やライフスタイルの顕著な

変化により、それまで食育の場であった家庭がその

役割を果たすことが難しくなりつつある。

家庭構造が変化し、家族が食事を共にする機会が

減ったことや、それに伴って引き起こされた「コ食J
が社会的な問題として認知され始め、食育の実践の

場が学校教育に持ち込まれたこと、などがその理由

としてあげられる。

大前 (2005)は、食育の原点は家庭の食車にあった、

としながらも、社会の大きな変化により、食卓に変

わる食卓の場が必要になってきたと述べているが刷。

食育において、今、求められているのは、単なる家

庭の代替の場ではなく、補完的にその役割や能力を

発展的に拡大させた食育の場だと考えられる。

そこで、本稿では、気軽に立ち寄ることのできる

教育施設が重要ではないかと考えている。年齢、性別、

学力等を問わず、誰でも学ぶことのできる空間が地

域に根付き、活用されることは、包括的で循環的な

学びにもなるのではないだろうか。

依藤 (2∞3)は「親のごみ減量行動の観察が子ど
ものごみ減量行動にもっとも強く影響するJと述べ
ており 27¥子どもへの食育を実施するためにも、親
への食育は必要不可欠であると考えられる。家庭で

の食育の場が失われつつあるのならば、地域に根付

く施設が、家庭に代わり、子どもだけではなく大人

も対象とした食育を実施しなければならない。

3・2・3 NPO・市民団体の役割

食育に対し、 NPOや市民団体が果たす役割も非常

に大きいと考えられる。 NPOや市民団体の特性の 1

っとして、政府や市場が接触できないテーマ、問題

に対し、補完的に取り組むことができるという強み

がある。食育においても NPOや市民団体にはその活

躍が期待されるところである。

その中には前述のフードパンクのように、「食育」

として捉えられていない活動もあり、「食育」として

の視点から評価を見直されるべきであるo こうした

NPOがより活躍できるようになれば、食育の幅広い

展開が一層進むと思われる。

こうしたNPOの活動を促進させるために、国策と

しての制度整備が必要だと考えられるo 食育のよう

に、性質上収益を生むことが不可能だと考えられる

事業が少なくない。フードパンクにいたっては、ア

メリカや韓国では、充実した助成金制度や寄付者の

税制優遇、事故発生時に食品提供者の責任を免除す

る法律など、国策としての制度が整えられている。

特に食育という収益が発生しない事業であるから

こそ、 NPOの果たす役割は大きく、食育の推進に貢

献できるのではないだろうか。こうした非収益の活

動を安定的、継続的に支援する仕組みが求められるo

しかし、外部資源に頼る財源は非常に安定性を欠

くため、経済的な視点を持つ人材、経営的なマネジ

メント能力を持つ人材がNPOなどの組織には必要で

あることや、事業の中であるいは別の事業で活動資

金を調達することが求められるのは言うまでもない。

加えて、受けることのできる助成の幅を広げるこ

とも重要である。環境、教育、子育てといった従来

の食育の枠組みから幅を広げ、地域やつながりをも

巻き込んだものとして、捉えることができれば、新

たな分野での助成を獲得できるようになる可能性が

ある。食育の幅を広げ、その認知を広めることは活

動資金を拡大させることにも影響しうると考えられ

るD

4章 食育が抱える課題と求められる政策

4・1 推進の重要性

本稿において、その解決のアプローチとして食育

を選ぶのには、長期的な視野ではあるが、社会を動

かしていくのは人であるという確固たる想いがある

ためであるo

確かに、解決のアプローチとして、食育よりも、制

度論や方法論、実践論を議論する方が具体的ではあ

り、イメージもしやすい。また、食育に比べて、比

較的効果が短期間に表れやすいという特徴もある。

しかし、制度や方法といった仕組みを動かしてい

くのも、突き詰めれば課題意識を持った行動であり、

そうした人を生むのは教育的要因ではないだろうか。

食育という教育的性質上、成果が出るまでに時間は

かかるが、社会をつくるという点において、その対

策すべてが短期的、短絡的でよいというわけでもな
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い。長い目で見た時に、食育が食品ロスの少ない社

会をつくるのには必要であるとの認識を広げていく

ことも、その課題の Iつであるo

食品ロスの解決には、資金や技術、制度や仕組み

はもちろんのこと、それ以上に意識をある人材の育

成をしなければならない。そのため、食品ロスの解

決にあたって、食育はその重要性を認知きれなけれ

ばならないのである。

繰り返しになるが、食品ロスの排出は様々な問題

を苧んでいるo また、食育は、健全な食生活を送る

ことを根底に、食にまつわる分野を包括的に扱うも

のである。そのため、食品ロスに関する視点が食育

に含まれていないことは課題と言わざるを得ない。以

下では、そのような現状にある食育の課題を整理し、

今求められる食育と、それに対して、重要な項目を

提言したい。

4・2 求められる政策と取り組み

先にあげたように食育が抱える課題は多面的なも

のである。しかし、これらはそれぞれが独立したも

のではなく、密接な関係を持ったものであるため、個

別の政策や取り組みで解決を図るのではなく、総合

的で分野横断的な政策が求められる。

また、食育とは、食べ物を媒介としての、「つなが

りと循環を学ぶ教育Jだということができる。地球

システムという言葉もあるように、地球上における

循環と同様に、原則として自然から生み出される「食J
にもつながりの循環が存在している。

しかし、現代の日本において、消費者のもとに食

品が届くころには、イメージできない、あるいは理

解はしているものの実感が沸きにくいほどに、食べ

物が加工されてしまっているのが現実である。

食育において、「感謝の念と理解Jが重視されてい
るのには、消費者と食の生産者との距離が離れてい

るためという理解がされているためである。本来、食

料は植物や動物から生み出され、その後、様々な過

程を経て、人は命を食べている。しかし、現代人の

ライフスタイルの中では、食料は加工品として登場

することが多く、そこに生きた魚や牛の姿は見られ

ない。

このことに関して上岡 (2∞8)は、この「食と農
の距離の義離jについて、安価な農産物や食品の輸

入が増大することによる「地理的距離J、加工食品を
製造する際生じる多くの加工、流通過程による「段

階的距離J、これら2つを実現するための「時間的距離J
の3つをあげ、こうした「食と農の距離の黍離」が

生じることで、消費者の食や農に対する意識の薄れ

が生まれ、食品ロスの増加につながるとしている mo

現代のライフスタイルでは、生産者と消費者、生

き物と食品のようなつながりを感じにくいため、食

に関するつながり、ひいては循環を理解させ、消費

者の意識を高めることが求められ、食品ロスの削減

という点にいたっても、そうした気付きを得ること

が必要であると考えられる。

本稿では、現在求められる食育を、食品ロスの視

点を含めたうえで、総合的かつ分野横断的な「つな

がりと循環を学ぶ教育」と位置づけ、 4つの要素を提

案する。

4・2・1 食育に対する考えの拡大の促進

つながりと循環を学ぶ教育を推進するためにも、ま

ずは、従来の食育に対する捉え方を改めなければな

らない。特に政府レベルでの意識の変革は強く望ま

れる。

現在の食育は食育基本法などや推進基本計画等の

法制度に則って進められているため、認識を改めた

上での法改正によって、食育の枠を拡大させなけれ

ばならない。行政的枠組みが変わることにより、支

援される NPOや市民団体も少なくないと思われる。

また、同時に市民の食育に対する意識も改めなけ

ればならない。そのためには、御食国若狭おばま食

文化館のように、地域でのつながりを体感すること

ができ、一般市民でも訪問することのできる施設や、

フードバンク山梨のように、食に関する感謝の念と

理解を育むことのできる活動が発展していくことに

は大いに期待したい。

佐藤 (2008)は、「現在、政府が中心になって進め

ているような「食育jには違和感があるJとした上で、
その理由を「食べることだけに偏重していること「食

べる」ことだけに目を奪われるあまり「栄養」教育
291 

になることと考察を加えている 。また、食育の概

念を5つの要素で構成し、 rr食」は、「食べる」だけ
ではなく、社会にかかわる一連の循環の輸の中で考

えるべきだと思うのだ」と、この循環を成立させる

ものを「食育Jとして捉えている。
つまり、本稿で述べたように、食品ロスの視点を

踏まえ、食育の概念を広げることは、つながりと循

環を学ぶことに重要な視点を加えることになるとい

うこと治宝できる。

従来の食育は、食の生産段階、消費段階を中心に

扱うあまり、食育の場が給食や家庭科のような学校

教育に限定されてしまうという側面も持っていると

考えられる。そのため、従来の食育に食品ロスの視

点、を加えることは、食育の枠を広げ、それに伴って、

学校以外の教育施設やNPO等、食育を受け持つ主体

の多様性を広げるものと考えられる。

4・2・2 食育ネットワークの構築

現在求められる食育の要素の2つ目は、つながり

と循環を学ぶためのネットワークの構築である。消
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費の段階だけを学ぶ食育ならば、学校給食の場でも

事足りるが、生産の段階、資源化の段階を学ぶため

には、それを可能にする農場や資源化設備が重要で

あるo

金丸 (2∞7)は地域で食育が進んでいる学校給食
の現場に共通する事柄として、「消費者や農家や漁業

などの連携を早くから進めていた、地域をよく調査

している、これまでの枠から外れて、さまざまな連

携をしている」と指摘している則。このことからも、

多様な主体がネットワークを組み、取り組みを行う

ことが食育においては重要なファクターであること

を読み取ることができる。

こうしたネットワークのコーディネーターの役割

を果たす機関として期待されるのがNPOや市民団体

である。食育という収益性の薄い事業を推進するに

あたって、こうしたNPOや市民団体のような非営利

で活動する組織のノウハウやミッション遂行能力は

大いに活かすべきである。

フードパンク山梨は、「食のセーフティ事業」とし

て、県下の市町村や社会福祉協議会、団体等、 40機

関と連携確約書を締結している。これは、生活保護

の受給基準に達しないものの、生活に困窮する一般

家庭に対し、連携した支援食糧支援を行うためにつ

くられたものであるo こうした連携機関とは定期的

に連携会議を開催し、信頼関係をより強固なものに

構築している。こうして築かれた信頼関係の高まり

は、フードパンク活動を行う際の支援へとつながり、

活動の展開をするために非常に重要な推進要素とな

ると考えられる。

しかしその一方で、こうした非営利組織は、経済

的なマネジメントに不安を抱えていることが多く、そ

の不安の解消も目指していかなければならない。継

続的に実践活動を行う体制の構築とそれを支える基

盤が必要である。

4・2・3 幅広い食育を推進できる人材の育成

上記のようなネットワークを形成するには、 lつの

専門分野だけにとどまらず、幅広い分野に精通した

人材が必要だと考えられる。

ことさら、食育においては、栄養学、教育学といっ

た視点が強調されるが、それに加え、地域経済やネッ

トワークを組む各主体に対する理解が求められる。地

域において、食育基本法や食育推進基本計画を鑑み

ながら、行政やNPO、市民団体などの地域全体を横

断的にマネジメントできる人材を開発しなければな

らない。

そのためには経済的なバランス感覚を持つ人材や、

補助金制度や助成金制度等の行政の仕組みに精通し

た人材、また、それらをコーディネートできる人材、

が必要だと考えられる。

加えて、食育が学問的にも実践的にも、 lつの分野

にとどまるものではないことを十分に理解しなけれ

ばならない。そのために、多様なセクターがネット

ワークを組み、それぞれの特性を活かした運営をし

ていく必要があると考えられる。山本ら(2008)は、「食

育の幅広い活動を推進するには、食の専門家だけで

はなく、医療・福祉・流通・商工・生産さまざまな

職種のひとびとの連携が必要である」とし、特に食

育における栄養士の役割の検討の必要性を述べてい
る:1lL

また、近畿地域食育推進協議会検討報告書では、こ

うした食育に対する協力体制について、その対象を

子どもたちとしながらも、支援者として給食関係者、

農産物の生産者、流通関係者、行政担当者をあげ、そ

うした外部講師との交流によって、知識を超えたと

ころにある「努力jや「工夫」、「勤勉Jなど人間にとっ
て価値のあるものを学べるとしている。

4・2-4 国策化による資金面の安定

上述のようなコーデイネート機関や、人材を確保

するためには、資金が必要である、そこで、幅広い

食育の国策化を提言したい。現在、食育に対する補

助金、助成金、モデル事業などの取り組みは、栄養

バランスや朝ごはんの摂取の必要性、エコ・クッキ

ングなど狭い範囲を扱ったものにすぎない。また、食

品ロス削減についても、前述のように各自治体の取

り組みは外食産業事業者において、食品ロスの削減

を促すものでしかなく、食育という視点、は含まれて

いない。

そのため、まずは食育の枠を拡大させ、再認識す

ることが必要と考えられる。この際に注意したいの

は、ただでさえ暖昧な概念である食育が、より一層

理解の難しいものになってしまいかねないことであ

る。本稿では、食育の要素として、つながりと循環

を学ぶ教育であること、そのためには食品ロスを含

めた食の循環をテーマとして扱うこと等を述べてき

たが、国はもちろんのこと、食育に取り組む主体は

今一度その概念や範囲について議論すべきである。

例として、先にあげたフードバンクのような活動

は「食育jの取り組みとしては認知されていなしh フー

ドパンク山梨の場合、純粋なフードパンク活動に充

てることのできる助成金は現在受けていない。商庖

街活性化ビジネスや社会福祉振興の名目のもと、行

政より事業費を受託しているが、これらの補助金、助

成金は、フードパンク活動そのものに対するもので

はないため、フードパンク活動が正当な評価を得て

いるとは言いがたいのが現状である D また、こうし

た公的資金はその用途を限定されることが多く、活

動が制限されてしまうという面も持っている。フー

ドパンクの場合は、活動を維持するためにもフード
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パンク活動の正当な評価を得、純粋なフードパンク

活動に対する資金枠の設置を求めている。

食育も同様に、食育が収益を生み出しにくい性質

であること、また、幅広い意味での食育があること

の理解を広め、幅広い食育としての資金を継続的か

っ安定的に確保する必要がある。

以上にあげた提案は一般家庭における食品ロスの

削減に収束される。食育という考えの幅を広げ、地

域でのネットワークが、円滑に進める人材と安定し

た財源によって確保されることは、従来の食育が一

部の教育機関や団体だけで行われていたことに対し、

地域社会全般を変草し、一般家庭にまで寄与が及ぶ

ものである。

そのためには、幅広い食育の概念を広く浸透して

いかなければならない。行政に対する意見答申、メ

ディアによる情報発信等、その方法についても議論

を深めなければならないところだが、それは今後の

課題としたい。

むすびに

食品ロス削減に対して、法規制や排出廃棄物の公

開など行政的枠組みにおける取り組みや、食品関連

業界による制度の見直しなどの取り組みが有効であ

ることは疑いの余地がない。

しかし、それらと並行して、意識改革が必要であ

ること、その手法として食育が有効であることを本

稿において論述した。食品ロスの削減を目指す社会

づくりは制度的合理性だけで達成できるものではな

く、取り組み主体となる市民の意識を育む必要があ

る。また、そのために、議論や研究が蓄積されてい

かなければならない。

食育において、生産、消費段階以外での、食に関

する学びが必要であり、食育の概念を市民レベル、政

府レベル問わずに広げていかなければならないこと

は本稿における最大の主張である。

しかし、本稿においてそのための方法論、政策学

的見地が十分でないことは深く内省が求められると

ころである。また、海外での事例にも手を広げるこ

ともできず、今後の検討課題として、追究していか

なければならない。

本稿において現在の食育が、生産、消費段階にし

か対応できていない現状を述べ、本稿においてつな

がりと循環を学ぶ教育としての食育を提案したが、食

育への入り方はどの段階から入っても良いものでは

ないかと考えられる。食を媒介として幸福を感じる

ことのできる最大の瞬間は、消費段階すなわち食べ

る瞬間にある。食べる楽しみを、それだけ終わらせ

るのではなく、そこから食の生い立ちを想像するこ

とが肝心なのであるo

食育は短期的に食品ロスの削減に貢献できるとは

言いがたい。しかし、中長期的視野で見た場合、社

会的課題である食品ロスの削減目指す社会づくりの

基盤として、必ず恩恵を与えるものである。

そのためにも、現在行われている食育が今後どの

ような影響を及ぼすのか、またその時分に食育はど

のように変化しているのか、注意深く観察、考察す

るとともに、本稿において得た学びを発信していき

たいという自身の展望を述べ、本稿を締めくくるも

のとする。
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議会検討報告書1
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